
 
 
 

令和５年度(2023 年度) 県税決算の概要 
県税収入総額は、１，８５８億 ２８２万円 

（対前年度 ＋約１７億円 ＋０．９％） 

特徴 

 

 

 

 
 

１． 県税決算額の税目別一覧 
（単位：千円） 

注）本資料中、端数処理により内訳と合計が一致しない箇所があります 

世界経済の減速に伴う製造業の不振により、法人二税は減収となっ

たが、賃金上昇による所得の増加や、株式市場の相場上昇による株式

の譲渡益の増大等により、個人県民税が増収したことなどから、 

総額で前年度（1,841億1,340万円）から 16億8,942万円増収 

令和４年度

決　算　額 当初予算額 決  算  額 対前年度増減 前年度比

A B B-A B/A(%)

個 人 県 民 税 57,982,323 59,010,300 59,732,278 1,749,955 103.0

均 等 割 ・ 所 得 割 54,480,130 54,761,000 54,749,647 269,517 100.5

配 当 割 1,955,340 2,543,900 2,372,239 416,899 121.3

株 式 等 譲 渡 所 得 割 1,546,853 1,705,400 2,610,392 1,063,539 168.8

法 人 県 民 税 ※ 5,228,068 5,107,400 4,824,622 △ 403,446 92.3

県 民 税 利 子 割 189,136 256,800 165,392 △ 23,744 87.4

個 人 事 業 税 1,766,546 1,874,200 1,850,026 83,480 104.7

法 人 事 業 税 ※ 54,206,057 54,174,600 53,461,727 △ 744,330 98.6

地 方 消 費 税 26,206,518 25,981,900 26,021,846 △ 184,672 99.3

不 動 産 取 得 税 3,407,957 3,811,800 4,026,142 618,185 118.1

県 た ば こ 税 1,540,009 1,500,700 1,539,848 △ 161 100.0

ゴ ル フ 場 利 用 税 1,067,861 1,064,400 1,048,536 △ 19,325 98.2

軽 油 引 取 税 12,746,634 12,934,700 13,079,351 332,717 102.6

自 動 車 税 19,703,170 20,015,500 19,883,359 180,189 100.9

種 別 割 18,169,108 18,268,100 18,100,608 △ 68,500 99.6

環 境 性 能 割 1,534,062 1,747,400 1,782,751 248,689 116.2

鉱 区 税 6,636 6,300 6,301 △ 335 95.0

狩 猟 税 11,964 11,700 12,157 193 101.6

産 業 廃 棄 物 税 50,523 49,700 56,605 6,082 112.0

旧 法 に よ る 税 0 0 94,632 94,632 皆増

計 ① 184,113,402 185,800,000 185,802,822 1,689,420 100.9

※ 法 人 二 税 ② 59,434,125 59,282,000 58,286,349 △ 1,147,776 98.1

② / ① （ ％ ） 32.3 31.9 31.4

税        目

令和５年度（2023年度）
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２． 県税決算額の税目別内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．県税決算額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜トピック＞ 

・  平成21 年度：世界同時不況により企業業績が大幅に悪化したことに加え、地方法人特別税の導入（H20.10～） 

により、法人二税の収入額が大幅に減少 

・  平成19 年度：三位一体の改革により所得税から住民税への税源移譲が行われ、個人県民税の収入額が倍増 

 

・本県は県税に占める法

人二税の割合が高く、

その割合は令和４年度

決算ベースで全国５位 

・法人二税における製造

業の割合は令和４年度

課税状況調ベースで

58.9 ％ と 全 国 平 均

27.0％の２倍以上 
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４．県税徴収率と収入未済額の推移 

 

     （単位：千円・％）

決算額に
占める割合

決算額に
占める割合

決算額（Ａ） 対前年比 決算額（Ｂ） 対前年比 Ｂ/Ａ 決算額（Ｃ） 対前年比 Ｃ/Ａ

H16 136,546,424 105.1 22,207,920 101.0 16.3 51,425,242 113.8 37.7 71.4 

H17 144,195,078 105.6 24,084,533 108.5 16.7 55,945,600 108.8 38.8 75.4 

H18 157,530,256 109.2 27,432,765 113.9 17.4 67,144,979 120.0 42.6 82.3 

H19 191,328,477 121.5 50,965,119 185.8 26.6 76,460,824 113.9 40.0 100.0 

H20 182,363,692 95.3 51,850,706 101.7 28.4 70,389,720 92.1 38.6 95.3 

H21 136,951,763 75.1 51,473,405 99.3 37.6 28,342,397 40.3 20.7 71.6 

H22 136,536,445 99.7 47,156,534 91.6 34.5 34,428,704 121.5 25.2 71.4 

H23 136,925,112 100.3 47,084,585 99.8 34.4 35,740,015 103.8 26.1 71.6 

H24 135,238,805 98.8 49,880,604 105.9 36.9 31,671,710 88.6 23.4 70.7 

H25 139,187,251 102.9 52,346,997 104.9 37.6 34,307,748 108.3 24.6 72.7 

H26 144,548,129 103.9 52,773,213 100.8 36.5 39,809,634 116.0 27.5 75.5 

H27 155,949,883 107.9 53,449,582 101.3 34.3 41,327,363 103.8 26.5 81.5 

H28 158,411,511 101.6 52,144,757 97.6 32.9 46,584,081 112.7 29.4 82.8 

H29 165,647,064 104.6 54,360,270 104.2 32.8 48,887,939 104.9 29.5 86.6 

H30 170,038,221 102.7 54,359,502 100.0 32.0 53,129,274 108.7 31.2 88.9 

R元 172,202,319 101.3 55,556,375 102.2 32.3 53,181,077 100.1 30.9 90.0 

R２ 165,451,071 96.1 56,699,401 102.1 34.3 44,343,310 83.4 26.8 86.5 

R３ 176,745,180 106.8 57,437,012 101.3 32.5 51,127,022 115.3 28.9 92.4 

R４ 184,113,402 104.2 57,982,323 100.9 31.5 59,434,125 116.2 32.3 96.2 

R５ 185,802,822 100.9 59,732,278 103.0 32.1 58,286,349 98.1 31.4 97.1 

個人県民税の決算額 法人二税の決算額
決算額指数

平19年=100

県税決算額
区分

年度

※ 令和２年度：コロナ特例による徴収猶予の増加に伴い、徴収率が低下 
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収入未済額 徴収率

その他の県税

個人県民税

自動車税(種別割)

徴収猶予額

滞納額(徴収猶予を除く収入未済額)

40.4 41.2 44.7 40.8 40.1 37.7 34.2 31.7 30.4 27.4 24.8 22.8 22.3 21.0 19.6 19.0 19.0
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５９７億３,２２８万円 （対前年度+１７億４,９９６万円、+３.０％）

▶納税義務者の増加や労働者の賃金上昇による所得の増加等による増収

令和４年度 74,486円

令和５年度 73,869円

増減額（率）
▲617円

（▲0.8％）

①均等割・所得割 ５４７億４,９６５万円 （対前年度＋２億６,９５２万円、＋０.５％）

令和４年度 736,008人

令和５年度 745,333人

増減数（率）
＋9,325人
（+1.3％）

【納税義務者数】

個人県民税①個人県民税①

５．税目別の状況

【一人あたり課税額（現年）】

316,991 
320,567 

301,208 
305,973 

312,462 

290,000

300,000

310,000

320,000

330,000

H30 R元 R2 R3 R4（R5年度課税）

(円)

【近年の給与所得の推移】 ※事業所規模５人以上 常用労働者1人当たりの月間現金給与額

（出典）毎月勤労統計調査

▶株式市場の相場上昇により株式の譲渡益が増大したことによる増収

▶企業業績の好調さや株主還元の流れを背景とした配当金の増加等による増収

②配当割 ２３億７,２２４万円 （対前年度＋４億１,６９０万円、＋２１.３％）

個人県民税②個人県民税②

配当割内訳 令和４年度 令和５年度

源泉徴収選択口座内の配当等 10億5,417万円 14億 721万円

上
記
以
外

上場株式等の配当等 8億6,453万円 9億1,607万円

公募投資信託の配当等 1,731万円 2,955万円

その他（特定投資法人の投資口の配当、
特定公社債の利子等） 1,934万円 1,940万円

合 計 19億5,534万円 23億7,224万円

③株式等譲渡所得割 ２６億１,０３９万円（対前年度＋10億6,354万円、＋68.8％）

【日経平均株価（各月終値）】
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法人二税①法人二税①

▶経済活動の再開に伴い、非製造業では好調が続き増収となった一方、世界経済
の減速に伴う製造業の不振により、全体としては減収となった。

５８２億８,６３５万円 （対前年度▲１１億４,７７８万円、▲１．９％）

①法人県民税 ４８億２,４６２万円 （対前年度▲ ４億 ３４５万円、▲７．７％）

②法人事業税 ５３４億６,１７３万円 （対前年度▲ ７億４,４３３万円、▲１．４％）

【法人二税の推移】

法人二税②法人二税②

（参考）令和５年度法人二税調定額（現年分）対前年度比較表（製造業）

（単位：千円・％）
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法人二税③法人二税③

（参考）令和５年度法人二税調定額（現年分）対前年度比較表（非製造業）

（単位：千円・％）

地方消費税地方消費税

▶輸出増で仕入れ還付金が増加したことにより県税は減収するものの、
清算金の払出し額も減少したため、地方消費税の全体（清算後）では増収

２６０億２,１８５万円 （対前年度▲１億８,４６７万円、▲０.７％）

110,110 

132,423 

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

140,000

150,000

2022/

1- 3.

4- 6. 7- 9. 10-12. 2023/

1- 3.

4- 6. 7- 9. 10-12. 2024/

1- 3.

輸出額（譲渡割に影響）
(単位：10億円)

122,678 

138,799

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

2022/

1- 3.

4- 6. 7- 9. 10-12. 2023/

1- 3.

4- 6. 7- 9. 10-12. 2024/

1- 3.

輸入額（貨物割に影響）
(単位：10億円)

（出典） 内閣府「国民経済計算」 R6.6時点 （出典） 内閣府「国民経済計算」 R6.6時点

（参考）令和５年度地方消費税（清算金）の収支状況
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自動車税自動車税

１９８億８,３３６万円 （対前年度 ＋１億８,０１９万円、＋０.９％）

①自動車税種別割 １８１億 ６１万円（対前年度 ▲６,８５０万円、 ▲ ０.４％）

②自動車税環境性能割 １７億８,２７５万円（対前年度 ＋２億４,８６９万円、＋１６.２％）

▶令和元年10月１日以降の新税率（恒久減税）適用台数の増加による種別割の減収、
半導体不足改善等に伴う自動車生産の回復による環境性能割の増収

【県内乗用車新車登録台数】

（出典） 一般社団法人自動車販売協会連合会

36,762 
35,678 

32,382 

29,761 
31,186 

33,930 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

H30 R元 R２ R３ R４ R５

(台)

【新税率（恒久減税）適用台数割合】
※各年4月1日現在、自家用乗用車に限る

▶全国の自動車輸送量は増加傾向にあるものの、県内での軽油の引取数量は微減

軽油引取税軽油引取税

【自動車輸送量】

（出典） 自動車輸送統計月報（国土交通省）

１３０億７,９３５万円 （対前年度＋３億３,２７２万円、＋２.６％）

年度 輸送量
（百万トンキロ)

前年比
(%)

令和３年度 223,893 ＋4.9

令和４年度 227,344 ＋1.5

令和５年度 228,696 ＋0.6

407,232 403,722 

390,185 

402,717 
397,778 395,569 

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

H30 R元 R２ R３ R４ R５

(kl)

【課税標準量の推移】
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不動産取得税不動産取得税

▶家屋の原始取得および承継取得が前年度を上回ったことに加え、大規模建物
の取得も前年度を大きく上回ったことによる増収

４０億２,６１４万円 （対前年度＋６億１,８１９万円、＋１８．１％）

【大口取得（税額1,000万円以上）の状況】

家屋（原始） 家屋（承継） 土地

件数 金額 件数 金額 件数 金額

令和４年度 15件 3.5億円 7件 1.2億円 4件 1.7億円

令和５年度 34件 9.1億円 5件 1.0億円 1件 0.2億円

増減件数・額 ＋19件 ＋5.6億円 ▲2件 ▲0.2億円 ▲3件 ▲1.5億円

増減率 ＋126.7% ＋157.6% ▲28.6% ▲16.1% ▲75.0% ▲89.6%

１５億３,９８５万円 （対前年度▲ １６万円、▲０.０％）

１８億５,００３万円 （対前年度＋８,３４８万円、＋４.７％）

県たばこ税県たばこ税

個人事業税個人事業税

▶健康志向の高まりや受動喫煙対策の強化などを背景に、売上が減少傾向に
あったが、加熱式たばこの人気等により、下げ止まりつつあることから、
ほぼ横ばいとなった。

▶控除前所得金額全体の約７割を占める物品販売業、不動産貸付業、製造業、
請負業が、所得金額ベースでいずれも増加したことによる増収

１０億４,８５４万円 （対前年度▲１,９３３万円、▲１.８％）

ゴルフ場利用税ゴルフ場利用税

▶利用人員の減少および高年齢化による非課税人員の増加による減収
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１億６,５３９万円（対前年度▲２,３７４万円、▲１２.６％）

県民税利子割県民税利子割

▶銀行預金利子等の減少による減収

９,４６３万円（対前年度＋９,４６３万円）

旧法による税（自動車取得税）旧法による税（自動車取得税）

７,５０６万円（対前年度＋ ５９４万円、＋８.６％）

その他の税（鉱区税、狩猟税、産業廃棄物税）その他の税（鉱区税、狩猟税、産業廃棄物税）

▶燃費不正問題に伴う追加徴収による増
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